
○「林業労働力の確保の促進に関する基本方針」の見直しにより、「林業労働者
のキャリア形成支援」を新たな施策の柱として追加。

○ 具体的には、以下の取組を推進。

○ 近年、「緑の雇用」により新規就業者が増加しており、今後の活躍が期待。

○ 将来、作業内容は、より高度化するとともに、チームでの作業が中心に。

○ しかし、不安定な雇用形態などにより、新規就業者の多くが将来を不安視。

→ このまま対策を講じなければ、離職などにより、今後、必要な技術が蓄積されず、

国産材の安定供給や森林整備に支障。

林業労働施策の方向について

現状と問題点

施 策

○ 林業労働者が将来にわたって高い能力を身につけていくためには、定着して

もらうことが重要であり、やりがいの持てる就労環境の整備が課題。

○ このため、まずは、事業量の確保や収益力の向上など「経営の安定化」に

取り組むほか、事業主による以下の取組が重要。

課 題

① 事業量の確保や収益力の向上などを現場で実践するために必要な技術等を

労働者に段階的かつ体系的に習得させること

② 人材育成の方針や労働者の業績・能力評価基準などの社内規定等を整備し、

能力に応じた公正な処遇に努めること

○ 公共事業に依存し、他産業と比較して雇用管理面で立ち遅れている
林業事業体にとっては、これまで取り組んだことのない未知の領域。

○ 中小零細な事業体が多く、自力で評価基準等の整備は困難。

① 基本方針に即して、事業主が行う段階的かつ体系的な人材育成を新たに
支援（「緑の雇用」現場技能者育成対策）。

② 研修修了者の能力を客観的に評価できるよう、キャリアに応じた登録制度
を国において創設するとともに、人事管理マニュアル等を整備し、当該登録

者の地位向上を支援。



段階的かつ体系的な技能者育成（全国統一の研修カリキュラム）

・林業への就業に関する情報の提供や相談の
実施
・林業の作業実態や就労条件等の理解を促進

就業の円滑化

・森林の機能や施業の方法等林業就業に必要
な基本的な知識・技術を習得
・現場作業に必要な安全衛生教育、特別教育、
技能講習を実施
・現場作業を安全に遂行するための手順を習得

労働安全の確保（ステップ１）

・各現場での工程管理やコスト管理など作業班
長に必要な知識・技術を習得
・作業班員への技術・安全指導に必要な知識・
技術を習得

施業の効率化（ステップ２）

事業・安全の管理（ステップ３）

・各現場の進捗管理、関係者との合意形成など
統括管理者に必要な知識・技術を習得
・安全衛生管理等に必要な知識・技術を習得

新
規
就
業
者
の
確
保
・
育
成

現
場
責
任
者
の
育
成

研修修了者登録制度

技能者の能力評価
にも資することから、
事業主が待遇の改
善等と一体的に取り
組めるよう運用

それぞれの段階で所定の
カリキュラムを修了した者

農 林 水 産 省 が 備 え る

研修修了者名簿に登録

登録希望者からの申請

農 林 水 産 大 臣 か ら
それぞれ登録証を発行

事業主その他の関係者

閲覧可

・森林整備を発注する場合は、フォ
レストリーダー以上がいる事業体が
高く評価される仕組みの導入

・雇用管理改善マニュアルを活用
し、従業員の処遇改善ができるよう
指導

（登録者は5年ごとに就業状況を報告）

林業労働力の育成・確保について

注：「林業作業士」は、作業班員として、林業作業に必要な基本的な知識、技術・技能を習得して安全に作業を行うことができる人材、「現場管理責任者」は、作業班に属する現場
作業員（作業班員）を指導して、間伐等の作業の工程管理等ができる人材、「統括現場管理責任者」は、複数の作業班を統括する立場から、関係者と連携して経営にも参画
することができる人材である。

就 業 希 望 者

新 規 就 業 者

研修後は現場経験を
積んで習熟度向上

就業後5年以上の者が対象

就業後10年以上の者が対象

林 業 作 業 士
（ﾌｫﾚｽﾄﾜｰｶｰ）

統 括 現 場 管 理 責 任 者
（ﾌｫﾚｽﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ）

現 場 管 理 責 任 者
（ﾌｫﾚｽﾄﾘｰﾀﾞｰ）

１年目～３年目

キャリアのイメージ

・労確センター等（ブロック単
位）で16日間程度の集合研
修
・習得水準を研修後に確認

・全国単位で１0日間程度の
集合研修
・習得水準を研修後に確認

・就業相談会（ガイダンス）
・20日間程度の林業就業支
援講習（厚労省事業）
・3ヶ月程度のトライアル雇用

・労確センター等（各県単
位）で3年間（78日程度）の
集合研修
・安全作業の手順が確実に
できるか研修後に確認
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